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趣旨 

現在、地方大学を取り巻く状況は厳しさを増してきています。その中で各大学は、それぞれの地域の強み

を生かすために必要な研究基盤の整備・運用や地域における役割を考え、地方・地域貢献に資する大学とし

て研究基盤を構築・運営する必要があります。 

そこで、地域の強みがそれぞれ異なる 4 つの地方大学（宮崎大・鳥取大・群馬大・琉球大）における研究

基盤環境や運用状況、地域ネットワークとの連携等について情報共有を行うと共に、地方大学としてのミッ

ションや特色を生かすための研究基盤運用・整備方針の設定や、それをふまえた地方大学における評価指標

の在り方等に関する議論を行うことで、今後の地方大学における研究基盤整備に資するために、本シンポジ

ウムを開催することとなりました。 

プログラム 

10:00 開会の挨拶 西田 睦 琉球大学 学長 

10:05-11:00 第一部 講演 

講演Ⅰ 

「地方大学における研究基盤環境や運用状況、地域ネットワークとの連携等の紹介」 

境 健太郎 宮崎大学 産学・地域連携センター 准教授、連携研究設備ステーション ステ

ーション長 

講演Ⅱ 

「地方大学における研究基盤の在り方～鳥取大学の現状と取り組み」 

森本 稔 鳥取大学 研究推進機構 研究基盤センター 准教授 

講演Ⅲ 

「群馬大学 × 機器分析センター ×りょうもうアライアンス・群馬県分析研究会 

～地方創生・地域創生のために～」 

林 史夫 群馬大学 研究・産学連携推進機構 機器分析センター 准教授、共同利用設備統

括センター 統括推進室 マネージャー 

講演Ⅳ 

「琉球大学における研究基盤整備とその運用～機器共用化の推進と地域ネットワークの構

築～」 

青山 洋昭 琉球大学 研究推進機構 研究企画室 特命講師 

11:00 休憩 

11:15-12:00 第二部 総合討論 地方大学の研究基盤の在り方とは 

パネリスト：境 健太郎、森本 稔、林 史夫 

司会：青山 洋昭 

12:00-12:05 閉会の挨拶 木暮 一啓 琉球大学 理事・副学長（企画・研究担当） 

総合司会：髙江洲 伊知子（琉球大学 研究推進課） 



プロフィール 

境 健太郎  

国立大学法人宮崎大学 産学・地域連携センター 准教授※、連携研究設備ステーション  

ステーション長 ※ R4年 10月より、研究・産学地域連携推進機構 研究基盤支援部門 部門長 准教授 

宮崎大学大学院工学研究科博士後期課程修了。博士（工学）。平成 13 年 4 月、宮崎

大学機器分析センター（現産学・地域連携センター連携研究設備ステーション）に

助教として採用。平成 23 年 4 月、同センター准教授に昇任。設備サポートセンター

整備事業ではステーションのマネージャー補佐として、新共用事業では統括部局の

代表として、教育研究活動の傍ら、本学の研究基盤体制の構築に取り組んでいる。

現在はステーション長。主な専門分野は半導体工学、光物性、農業機械学。 

 

森本 稔  

国立大学法人鳥取大学 研究推進機構 研究基盤センター 准教授 

京都大学大学院工学研究科博士後期課程修了。博士（工学）。鳥取大学工学部助手

時代の平成 12 年、学内措置で設置された機器分析センターの主任を兼任し、その

時から全学の機器共用に携わる。何度かの改組等を経て現職。平成 25 年度と 29 年

度に設備サポートセンター整備事業に採択され、学内の機器共用体制の強化と機器

共用の地域ネットワークの構築に取り組み、現在もその推進のため奮闘中。最近で

は研究現場から離れ気味だが、主な専門分野は生体高分子化学、有機材料化学。 

 

林 史夫  

国立大学法人群馬大学 研究・産学連携推進機構 機器分析センター 准教授、共同利用

設備統括センター 統括推進室 マネージャー 

金沢大学大学院自然科学研究科博士後期課程修了。博士（理学）。平成 17 年度に群

馬大学ナノ材料システム工学専攻に着任、平成 27 年から現職。平成 28 年度に設備

サポートセンター整備事業に採択、平成 30 年度の新共用事業採択にも関与。現在は

チーム共用を意識しながら特に技術職員さんが技術で活躍できる環境づくり、ま

た、地域支援のための依頼分析や早期人材育成マイスター育成プログラムの取り組

みに奔走中。主な専門分野は生体ナノマシン科学、蛋白質科学、細菌学。 

 

青山 洋昭 

国立大学法人琉球大学 研究推進機構 研究企画室 特命講師 

琉球大学理工学研究科博士後期課程修了。博士（理学）。平成 28 年度から琉球大学

の共用機器の運用管理を含む、研究基盤の運営に従事すると共に、学内のゲノミク

ス解析支援チームの一員として活動してきた。また考古学領域での新たな理化学的

解析手法の開発など異分野融合研究も推進している。令和 3 年度からはコアファシ

リティ事業の採択に伴い、新たな研究基盤体制の構築に向けた取り組みを行ってい

る。主な専門分野は分子生物学、考古科学。 



琉球大学コアファシリティ構築支援プログラムシンポジウム開催概要 

テーマ： 「地方大学における研究基盤の在り方とは 地方大学×研究基盤×地域ネットワーク」 

主 催： 琉球大学 研究推進機構 コアファシリティ事業推進委員会 

後 援： 研究基盤協議会 

日 時： 令和４年 7 月 29 日（金）10 時 00 分～ 12 時 0０分 

場 所： オンライン（琉球大学 工学部 ものラボ内） 

参加者： 180 名 

申込者内訳： 

 

 

 

 

 

 

 

シンポジウム概要： 

第 1 部では宮崎大学産学・地域連携センター准教授の境健太郎氏、鳥取大学研究基盤センター准教授の森

本稔氏、群馬大学機器分析センター准教授の林史夫氏、琉球大学研究企画室特命講師の青山洋昭氏による講

演が行われ、地方大学である各校における研究基盤の運用体制や、各大学が構築した地域ネットワーク

（「みやざきファシリティネットワーク」「とっとりイノベーションファシリティネットワーク」「りょう

もうアライアンス及び群馬県分析研究会」「おきなわオープンファシリティネットワーク」）における活

動・連携状況について紹介がありました。 

第 2 部では、同じく 4 名の登壇者による総合討論が行われました。シンポジウムに先立ち実施した地域貢

献型大学への研究基盤に関するアンケートの結果や、今回参加した 4 大学の研究基盤を構成している共用設

備・機器の運用データ等を基に活発な議論が行われました。その中で、地方大学における共用設備・機器の

運用は、学術成果の創出のみならず、地域振興や産学連携にも貢献しうることがデータから示唆されると共

に、その貢献性を高めるためには技術職員の力が重要との意見が示されました。一方で、多くの地方大学で

は研究基盤の運用や設備・機器の共用化における課題として、整備財源や運用人材の確保・育成をあげてお

り、その解決に向けた取組みが必要であることを確認しました。 

  

機関別申込人数 職種別申込人数 地域別申込人数 
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開会の挨拶 

 

国立大学法人琉球大学 学長 

西田 睦 

 

皆様、こんにちは。琉球大学学長の西田です。本日は、オン

ラインを含め多くの方にご参加いただき、ありがとうございま

す。シンポジウムの開会にあたり、一言、ご挨拶いたします。 

近年、新たな研究基盤の在り方に関して、文部科学省等から

研究機器や研究設備の共用化促進の方向性が示され、さらに「研

究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」が公開されまし

た。本学では以前から研究機器の共用化を進めていましたが、こ

うした流れの中で、全学的な戦略として共用化の取り組みを強めています。そして先般、JST 先端研究基盤

共用促進事業であるコアファシリティ構築支援プログラムへの申請が採択されました。これを契機に、沖縄

全体でのコアファシリティ化と、学内のレジリエントな研究基盤運用システムの構築を目指して、さらなる

取り組みを開始しています。 

様々な研究機器の共同運用は、予算が厳しくなる中で、大学の多様な教育研究活動を効果的・効率的に

実施することに大きく貢献します。また、地域貢献が大切なミッションの一つである地域にある大学が、地

方創生に寄与する上でも重要なことであると考えます。 

そこでこのたび、地域にある大学の研究基盤の在り方について、地方創生への寄与という観点から議論

するシンポジウムを開催することにいたしました。このシンポジウムでは、本学を含めた 4 つの地域にある

大学から、それぞれの研究基盤環境とその運用、地域ネットワークとの連携などの状況を紹介しあい、より

よい研究基盤運用・整備方針や評価指標などについて、ともに考えることができればと思います。 

お招きした 3 名の先生方はいずれも、多様なステークスホルダーが組織・立場を超えて研究基盤を議論

する場である「研究基盤協議会」の幹事であり、地域貢献大学の研究基盤の在り方について、日頃から検討

を重ねておられる方々です。ご所属の大学でのご経験に基づいて、今後の地域貢献大学における研究基盤運

用の課題や今後の在り方等について，有意義なお話やご意見をいただけるものと楽しみにしています。どう

かよろしくお願いいたします。 

最後に、このシンポジウムが有意義なものになることを心から期待していることを申し上げ、私の挨拶

といたします。ありがとうございました。 
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第一部 講演 
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講演Ⅰ 

「地方大学における研究基盤環境や運用状況、地域ネットワークとの連携等の紹介」 

 

宮崎大学 産学・地域連携センター 准教授 

連携研究設備ステーション ステーション長 

境 健太郎 

 

ご紹介いただきました宮崎大学の境です。本日はこ

のような機会をありがとうございます。最初ですけ

れども、私は宮崎大学、宮崎県におりまして、宮崎

県の一番についてちょっとご紹介させていただきた

いと思います。 

これは宮崎県庁のホームページから引っ張って

きたものです（スライド 1、2）。皆さんもうご存

じかと思いますけれども、宮崎牛とか地鶏、カツ

オ、焼酎、キンカン、最近はギョーザが 1 位になっ

たとかトピックになっています。それからプロ野球 

 

スライド 1 

のキャンプ地、スポーツ全般ですけれども、こうい

ったところが非常に有名かと思います。そして、工

業的には旭化成とか SUMCO、これは旧コマツ電

子、それから沖電気等々がございますけれども、や

はり宮崎県というのは、どちらかというと農林水産

が盛ん、あるいは観光が盛んな県になっています。 

そういう宮崎県の中にある宮崎大学ですが、場

所と教員、学生数について紹介したいと思います

（スライド 3）。場所は、これが宮崎県ですけれど

も、この中に宮崎市がありまして、宮崎空港がここ 

 

スライド 2 

 

スライド 3 
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にあります。キャンパスは、空港から車で約 15 分

です。キャンパス間は約 5 分ですけれども、これは

県外者にとっては非常に好立地なように見えます

が、公共機関を使うと 30 分から 1 時間ぐらいかか

ります。やはり車がないと路頭に迷うという、そう

いう環境にあります。学生数ですが、大体 5,500 人

程度。そして、教員数が 725 人程度ということで、

琉球大学の数値と比較すると、ちょっと規模的に小

さいかなという感じですね。そして、右側が令和元

年度の新入生の出身高校の所在地域ですけれども、

やはり九州県内が圧倒的で、しかも宮崎県人が多い

ようです。つまり、地元志向が強い大学かなという

感じです。 

このような中で、宮崎大学の研究設備共用に関

するこれまでの取り組みをご紹介していきたいと思

います（スライド 4）。本学では設備サポートセン

ター整備事業と、いわゆる新共用と呼ばれる事業の

採択を受けまして、共用の取り組みを行ってきたと

ころです。特徴的なのは、本シンポジウムの主目的

である学外機関とのサポート体制の構築がありま

す。本学としては地域ニーズに応える研究推進とか

人材育成、それから産学官にわたる設備サポートを

行って、地域社会の発展に寄与したいと考えている

ところです。 

そして、本学の実施体制です（スライド 5）。今

年の 10 月に新たな機構の立ち上げを予定していま

すけれども、現体制としては私の所属する連携研究

設備ステーションというところがありまして、 

 

スライド 4 

ここが全学的な設備マネジメントを担っています。

やはり特徴的なのは、みやざきファシリティネット

ワークかと思います。これは事務局を本学に置いて

います。そして、県の公設試験研究機関とか高等専

門学校など、13 機関が参画しています。宮崎県内

の高等教育機関、地方公共団体、公設試験研究機関

および関連機関が連携して、設備の相互利用、それ

から情報共有ならびに情報技術の共有による研究基

盤の強化に取り組むことで、産学官による研究設備

や人的資源の有機的な連携を図って、地域の課題解

決やイノベーション促進に貢献したいと考えていま

す。 

これは私が個人的に書いた図です（スライド 6） 

。大学がこれに従ってどうのこうのと動いている図

じゃないのですけれども、大事なのは、今はやりの

研究基盤 IR をしっかりして、大学として IR に基づ

く大学経営をやって、みやざきファシリティネット 

 

スライド 5 

 

スライド 6 
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ワークの中で研究基盤を総合的に投資して、地域に

おけるイノベーション創出をやりましょうと、そう

いうことでコアファシリティによる地域力最大化が

行えるでしょうという青写真を作って、活動してい

るところです。 

そして、先ほどガイドラインの話が出ましたけ

れども、本学では、令和 2 年 9 月に宮崎大学設備の

共同利用ガイドラインというものを独自に作成し

て、運用を既に開始しています（スライド７）。中

身は共同利用の対象設備とか、共同利用の形態を定

義して、徴収した利用料金の使途とか設備管理者へ 

の分配とかも明記しています。あと利用料金の設定

方法とか運転経費、故障等の対応についても言及し

ているという状況です。ただ令和 4 年３月に文部科

学省より新たなガイドラインが出まして、これを踏

まえて、本学の中にあるガイドラインに足りない部

分を盛り込むなどして、今年度中にまた改定をしよ 

 

スライド 7 

 

スライド 8 

うという動きになっています。 

こういったガイドラインにのっとって、共用対

象となった本学の研究設備の内訳と、それを管理す

る設備共通管理システムについてご紹介したいと思

います（スライド８）。左側に研究設備のまとめが

示されています。本学が一般向けに公開しているの 

はここの部分で 186 台あります。これに加えて、地

域ネットワークである、みやざきファシリティネッ

トワークの参画機関が公開している設備というのが

286 台になります。学内のみで共同利用が可能な設

備というのは 365 台という状況です。設備の分類に

ついては、左下に記載があります。これらを管理す

る設備共通管理システムというのは、右に示してい

るようなシステムになっていて、大きく分けると設

備データベース管理システム、設備情報閲覧・検索

システム、それから設備予約決済システム、この 3

つのシステムで構成されています。特徴的なのは、

研究者データベースとか財務会計システム等をオン

ラインで連携しているということです。これにより

労力をそんなにかけることなく論文と予算との紐付 

けができるようになっています。このシステムに蓄

積されたデータをいわゆる研究基盤 IR することで 

、最終的には設備マスタープランの策定まで持って

いけるような仕組みになっています。 

ここからは、実績についてご紹介させていただ

きたいと思います（スライド９）。設備共通管理シ

ステムに登録されている設備は R3 年度に 11 組織 

、これは本学の全組織になります。そして共用可能 

 

スライド 9 
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な設備が 365 台登録されています。そして、この中

でオンライン予約を行っているものは大体 121 台に

なるのですが、ここで利用された件数が大体 6,500

件で、1,200 万円程度の利用料収入になっています 

。令和 1 年からの推移は増加傾向にあって、このシ

ステムが運用される前は工学部にすごく利用が偏っ

ていたのですが、運用後は全学的に、特に農学部の

ほうが結構広がってきました。ただ、医学部の部分

がまだ少なくて、ここら辺が課題です。そして、設

備利用に紐付いた論文ですが、これは Scopus 掲載

分に絞り込んでいますが、令和 1 年から大体 30 本

程度は、論文をお書きになった教員がデータベース

のほうにしっかりと入力していただいているという

状況です。ただ、入力が強制ではないので、まだ少

ないかなとも思います。これは、後のディスカッシ

ョンでも、もう少し詳しく見ていく内容になると思

います。 

続きまして、学外利用に関する実績になります

（スライド 10）。学外利用は、おおよそ連携研究

設備ステーションと産業動物防疫リサーチセンター

というところが提供していまして、産業動物防疫リ

サーチセンターの受託件数というのはすごくて、令

和 3 年度は 3,000 万円ぐらい稼いでいます。連携研

究設備ステーションは 134 万円ぐらいですね。あと

学外共同研究区分で学内利用するとかという集計デ

ータも取っているのですけれども、それが大体

1,500 件、368 万円ぐらいの外部資金で利用されて 

 

スライド 10 

いるというデータもあります。大体年間約 3,000 万

以上の外部収入が獲得されているというところで

す。 

我々がこのステーションでやっている受託試験

に関して、受託試験における分野、分析内容、地域

の分析というのを行ってみました（スライド 11） 

。分野内訳は、機器分析センター関係なので、電気

電子、化学というのが全体の 84％を占めるという

内容になっています。分析の内容ですけれども、品

質管理と不具合の原因解明で全体の 74％を占めま

す。そして、地域内訳ですけれども、大体 88％が

本県か隣の県での利用になっています。つまり、企

業が宮崎県および近隣県に配置した事業所で発生し

た製品に対する目の前にある課題解決に多く利用さ

れているということが、このデータから言えます。 

最後に、設備に紐付いた論文の分析というもの

を行いましたので簡単にご紹介します（スライド

12）。使用データは、大学が運用している大学情報

データベースの論文というところで教員が入力する

のですが、ここに設備を 1 件でも使ったら設備情報

を入力してもらいます。まず大学全体の論文が

9,448 件あって、その内、設備情報に 1 件でもデー

タが入っているものが 197 件ありました。いろいろ

Scopus に掲載されているものというふうに絞り込

んでいって分析しました。最終的に 2019 年から

2022 年 6 月の間に Scopus に掲載されている論文に

ついて分析をしました。宮崎大学全体では 2,329 件 
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、設備に紐付いた分というのは 108 件になって、こ

の場合の寄与率は 4.64％。ここで基準ラインとして

いますけれども、そういうデータが出ました。 

そして、どういう分野の論文が設備に紐付いて

いるかということを見ました（スライド 13）。こ

れは上から順に、基準以上で高い順に示しています

けれども、化学系とか、材料系ですね。それから農

学系も結構多いということが分かりました。ただ医

学部、先ほどもありましたが医学部の共用文化は浸

透が不十分で、医学部の論文が少ないという傾向が

あります。 

それから、国際共著論文数がどれくらいあるか

とか、産学連携論文数がどれくらいあるか、それか

ら Top10％論文があるかというのを調べました（ス

ライド 14、15、16）。大体、農学系とかケミスト

リーの国際共著率が高くなっています。それから 

 

 

スライド 12 

 

スライド 13 

産学連携率が高いものですけれども、これは材料系

とか、物理系辺りも産学連携の寄与率が高いという

データが出ています。Top10％は、農学系あるいは

学際論文といったところが高いという実績が出てい

ます。 

 

 

スライド 14 

 

スライド 15 

 

スライド 16 
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これはまとめると、分野に偏りがあるのですが 

、本学に設置されている共用設備は医学部、農学、

工学部の研究における利用が行われて、研究力の向

上に貢献しているということが分かります（スライ

ド 17）。そして、生物、化学、医学系では国際共

著論文、材料、物理系では産学連携論文への貢献度

が高いという傾向があります。もちろん Top 10％

もあります。そして本考察は参考程度としていただ

きたいのですが、大学の強みを分析する上では重要

な評価指標となる可能性があるということが分かり

ました。 

以上、まとめますとこのようなことになります

（スライド 18）。ご清聴ありがとうございまし

た。 

 

スライド 17 

 

スライド 18 
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講演Ⅱ 

「地方大学における研究基盤の在り方～鳥取大学の現状と取り組み」 

 

鳥取大学 研究推進機構 研究基盤センター 准教授 

森本 稔  

 

鳥取大学の森本です。本日はこのような会に呼んで

いただきまして、ありがとうございます。私のほう

からは鳥取大学はどういうふうな考えで研究基盤を

通じて地域に貢献するかというところについて、ご

紹介させていただきたいと思っています。 

まず、鳥取大学の紹介をさせていただきます

（スライド 1）。鳥取大学は 4 学部、1 共共拠点か

らなる地方大学です。鳥取県の東部、鳥取市に鳥取

キャンパスがありまして、地域学部、工学部、農学

部。それから、車で 2 時間西に行った所、米子市に 

 

スライド 1 

ある米子キャンパス。医学部と医学部附属病院があ

るところになります。それから、鳥取キャンパスか

ら車で 20 分ぐらい行った所に共同利用共同研究拠

点の乾燥地研究センターがあります。キャンパス間

が結構大きく離れた大学です。先ほども境先生から

琉球大学の学生数を示していただいたものと同じデ

ータですが、学生は琉球大学がちょっと多いようで

すが、教職員数で見ますとほぼ同程度で、宮崎大

学、琉球大学、鳥取大学は、規模的に近いというこ

とが分かるかと思います。 

こういう鳥取大学におきまして、設備・機器の

共用はどこでやっているか、その拠点はどこかとい

いますと、研究推進機構とでやっています（スライ

ド 2）。この研究推進機構は、いわゆる産学連携と

か知財とか研究プロジェクト等をマネジメントする

ところです。その中で機器共用に関係するのは研究

基盤センターが担当しています。特に研究基盤セン

ターでは機器運用・研究支援部門が中心に設備・機

器の管理運用をやっています。そこは、鳥取地区と

米子地区に拠点を持って、設備共用の拠点としてい

ます。 

 

スライド 2 
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それからもう 1 点、技術支援体制については、

鳥取大学では技術部の実質的な一元化を 2012 年か

らやっています（スライド 3）。一元化した当時は

学部に紐付いた形の組織だったのですが、今は専門

性による組織に変えようとしています。化学・バイ

オ、情報といった形で、キャンパスを超えて部門編

成をしています。特に機器分析分野が機器共用の一

番核となるところですが、それ以外の部門の技術職

員も、必要に応じて機器共用にタッチしています。 

設備・機器と技術支援というのは一体だといわ

れていますが、それらをどう統括しているかという

と、先ほどの研究推進機構と技術部、ここが連携し

て設備・機器の共用と技術支援を統括しています

（スライド 4）。研究推進機構の機構長は研究担当

理事で、技術部の長、技術部長も研究担当理事で

す。ですから、同じ指揮命令系統の中で設備共用と 

 

スライド 3 

 

スライド 4 

技術支援をやっているというのが鳥取大学の一つの

特徴です。さらに、機器共用だけではなくて、設備

マスタープランの策定といったマネジメントもここ

でやっています。 

この研究基盤センターですが、基本的に鳥取大

学の大型設備機器、特に汎用的なものは、この研究

基盤センターで基本的に集約しています（スライド

5）。鳥取地区は工学部、農学部がありますから物

質系の設備が中心になりますし、米子地区のほうは

医学部がありますので、バイオ系の設備を中心にそ

ろえています。これらの設備・機器は、研究基盤セ

ンター以外の共用設備も含めてホームページで公開

しています。また予約・課金システムがあって、利

用状況なども管理しています。 

共用設備の利用がどの程度の規模感かというこ

とですが、ここ 3 年の研究基盤センターの利用者負 

 

スライド 5 

 

スライド 6 
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担金収入と利用件数の結果を示します（スライド

6）。ここ数年、年間 9,000 件と書いていますが、

これは鳥取キャンパスだけの数字で、米子キャンパ

スも 1,000 から 2,000 近くの利用件数があるので、

合わせて年間 1 万件ぐらいの利用がありますし、

1,400 万円ぐらいの収入で運営しています。米子キ

ャンパスと鳥取キャンパスでは、利用者数や設備数

も違うのですが、米子が大体 4 分の 1、鳥取が 4 分

の 3 ぐらいの利用状況ということになっています。 

これは利用の内訳で、機器利用、つまり利用者

が自分で使われているのがどれぐらいか、あるい

は、技術職員を中心に受けている依頼分析がどれく

らいか示しています（スライド 7）。基本的には、

利用者が自分で扱う機器利用が件数として多いで

す。依頼分析は 10％以下ですが、数百件ぐらいは

受けています。利用者負担金に比べて、依頼分析料

はちょっと値段が高い設定ですから収入が多いとい

う形です。液体窒素の供給もやっていますので、そ

の利用が結構多いということになっています。 

 ここまでが学内の話で、ここからは地方への連

携、学外への公開についてお話します。まず、鳥取

県の人口を示させていただきます（スライド 8）。

人口を見てみると 1 位は当然東京で 1,500 万人位、

あとはだいぶ離されて群馬県が 200 万人位。そし

て、沖縄が 150 万人位、宮崎が 100 万位で、われわ

れ鳥取はといいますと 50 万位。断トツの最下位で

す。沖縄県で言いますと、那覇市と浦添市と宜野湾 

 

スライド 7 

市を足したぐらいの人口しかないのです。 

産業構造を見ていきます（スライド 9）。ちょっ

と古い資料ですが、第 1 次産業人口が 9.1％で 10

位。製造業、第 2 次産業は 36 位で一気に落ちちゃ

います。そして第 3 次産業ですが、これは 21 位で

す。真ん中ぐらいということですが、基本的には第

1 次産業のウエイトが大きい。皆さんご存じかと思

いますが、二十世紀梨だとか砂丘のラッキョウなん

かも有名ですし、西部のほうは漁港があって、魚介

類、カニなんかもそうですね、そういうものがあり

ます。あるいは自然豊かな土地を生かしての観光業

があります。あの『コナン』の青山剛昌さんとか、

『ゲゲゲの鬼太郎』の水木しげるさんなんかが鳥取

県出身ということで、「まんが王国とっとり」だと

か、星がよく見えるので「星取県」。「ウエルカニ

キャンペーン」など、知事が渾身（こんしん）のギ 

 

スライド 8 

 

スライド 9 
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ャグを使いながら、そういう観光振興をしていま

す。 

製造業の状況ですが、事業所数が 814 件という

ことです（スライド 10）。 

企業分布がどうなっているかです（スライド

11）。県東部の鳥取キャンパスがあるほうですが、

これはもっと前は鳥取三洋という県唯一の大企業と

いわれる企業があったのですが、炊飯器おどり炊

き、カーナビのゴジラなんかを作っている優秀な会

社だったのですが、皆さんご存じのようにパナソニ

ックに吸収され、どこかに切り売りされ、今はもう

ほとんどという状況になっています。それでも、そ

の関係で電子部品だとかデバイス系の企業というの

が多いとです。一方西部は、元々漁港があり、食品

加工とかがありました。それに鳥取大学医学部があ

りますから、県が主導してバイオ産業を育てていて 

 

スライド 10 

 

スライド 11 

、キャンパスの中にバイオフロンティアという組織

をつくって育成をしています。 

そういう製造業も少ない人口最下位の県で企業

とかに設備公開をして意味があるのか？と、設備共

用を学外に広げようとした時にいろんなところから

結構言われました。無謀だろうと言われました。県

内には、公設試の産業技術センターというところが

あり、やっぱりそういうところはカバーしているの

で、大学がそういうことをやって意味があるのかと 

いうふうにも言われました。しかし、他大学だとか

公設試なんかにいろいろ話を聞きますと、公設試の

基盤的設備は結構充実していて、技術者のレベルが

非常に高い一方、そこにいる技術者は大学の設備と

か技術に、非常に興味を持たれています（スライド

12）。 

一方、どんな機器、装置があるかという情報が

なかなか伝わっていかないし、使おうとしても手続

きが煩雑とかがあります。それから、公設機関の間

の連携が意外に取れていない。やっぱり窓口が必要

だということで、そういう窓口になるようなネット

ワーク、地域ネットワークをつくろうということ

で、2015 年に、とっとりイノベーションファシリ

ティネットワーク（TIFNet）をつくりました（ス

ライド 13）。基本的には県内の高等教育機関、公

設機関全部を含んだ、設備と技術のネットワークと

いうものをつくっていこうということです。 

 

 

スライド 12 
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どういう活動をしているかというと、まずは設

備・機器がどんなものがあるかをホームページで公

開しています（スライド 14）。現在、348 件が登録

されています。鳥取大学では基本的には依頼分析と

か受託が可能な機器を公開している。つまり技術ス

タッフがサポートできるものだけを公開するという

のが原則です。 

もう 1 つ、技術者間の交流というのが重要と思

っていて、われわれが持っている設備・機器と技術

を知るための持ち回りの勉強会、ティフラーニング

なんていって、持ち回りでどういう装置があります

か、どんな研究をされていますかを紹介する勉強会

をずっとやってききました（スライド 15）。しか

し、ここ 2 年はコロナ禍によってちょっと止まっち

ゃいました。今後は、ウェブのシステムが使いやす

くなりましたから、そういうものを活用しながら技 

 

スライド 13 

 

スライド 14 

術者間の交流というのをやっていこうと思っていま

す。以前は、こんな形で、みんなで集まってわいわ

いとやっていました。 

そういうことを始めて、実際、学外からの利用

実績はどうだ？ということですが、TIFNet を始め

てから、やはり増えています（スライド 16）。こ

こ 3 年間では大体年間 100 件ぐらい、大体 300 万円

ぐらいの収入を得ていますし、件数としては県外、

県内、大体半分ぐらいずつです。結構こういう活動

をすると情報がどんどん流れて、県外からも依頼が

来ています。今人気のあるサービスは X 線照射装置

です。産業技術センターにもないような装置を求め

て来られるケースがあります。 

 

 

 

 

スライド 15 

 

スライド 16 
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どういうところから依頼があるかですが、県外

からはアカデミック、大学とか公的な研究機関とか

そういうところからの依頼が多いです（スライド 

17）。 

一方、県内はほぼ二分で、バイオ系ベンチャー

と電子部品系です。これについては、先ほど紹介し

たように、東部は電子部品、西部がバイオ系を育て

るということもあって、県の産業振興にそれなりに

貢献していると思っています（スライド 18）。 

最後に、先ほどのみやざきファシリティネット

ワーク、われわれのとっとりイノベーションファシ

リティネットワーク、この後、群馬の林先生から話

があると思いますがりょうもうアライアンス、こう

いう形でそれぞれの地域連携ネットワークがつくら 

 

スライド 17 

 

スライド 18 

れていて、鳥取、両毛、宮崎のローカルファシリテ

ィネットワークをまとめてトライミー（TRyMe）

といって普段から相談しながら進めてきました（ス

ライド 19）。 

沖縄でもおきなわオープンファシリティネット

ワークをつくられたので、沖縄県もふくめてトライ

ミーOK (TRyMeOk)ということで、沖縄の皆さん

も含めて相談しながら進めていきたいと思っていま

す（スライド 20）。 

最後に、琉球大学はコアファシリティ構築事業

を続けていられますが、それの一層の発展を祈念し

ますということで、発表を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。 

 

 

スライド 19 

 

スライド 20 
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講演Ⅲ 

「群馬大学 × 機器分析センター ×りょうもうアライアンス・群馬県分析研究会 

～地方創生・地域創生のために～」 

 

群馬大学 研究・産学連携推進機構 機器分析センター 准教授 

共同利用設備統括センター 統括推進室 マネージャー 

林 史夫 

 

群馬大学の林でございます。このたびは、琉球大学

でこのようなすてきな機会を頂きましてありがとう

ございます。関係者の皆さまに厚くお礼申し上げま

す。私は、「地方大学の研究基盤を活用した地域ネ

ットワークが果たすべき目的は何か」と考えた時

に、ここでは地方創生、地域創生への貢献という視

点でトークをさせていただこうと思っています。そ

ういう観点で、まず地方大学としての「群馬大学」 

、そして研究基盤としての「機器分析センター」 

 

スライド 1 

のお話をさせていただきたいと思います。本学は医

学系の共同利用機器も非常に共用化が進んでおりま

して、研究に貢献しています。ただ、企業さんとの

連携を考えた時には、機器分析センターが中心にな

っていますので、今回は機器分析センターの内容に

限定させていただきます。 

そして、機器分析センターが関わっている地域

ネットワークとして、「りょうもうアライアン

ス」、「群馬県分析研究会」、この 2 つを紹介させ

ていただこうと思います（スライド 1）。 

まず、りょうもうアライアンスですけれども、

こちらは 2016 年、ちょうど設備サポートセンター

整備事業第 2 期の 1 年目、こちらのほうに採択され

まして、こういうものをつくりました。参加機関と

しては、経営主体の異なる 3 大学と 1 高専という形

です。りょうもうアライアンスの名前の由来ですけ

れども、群馬県と栃木県の南部、これを両毛（りょ

うもう）地域と呼んでいます。この両毛地域の教育

研究の発展、あと、そこに位置する企業さんの支援

 

スライド 2 
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を目的としています（スライド 2）。一方、この群

馬県分析研究会、これは私もびっくりしたのですけ

れども設立が 1976 年頃、四十何年の歴史がありま

す。そして、理事や事務局メンバーといたしまして

は、本学の機器分析センター、群馬県の産業技術セ

ンター、あといくつかの企業さんからなっており、

私のほうで、会長をさせていただいております。こ

ちらの目的は何かといいますと、一言で言うと、企

業の分析系とか評価系の人材、この方々のスキルア

ップを図ろうというものです。今から、このりょう

もうアライアンスと群馬県分析研究会を少し詳しく

見ていきたいなと思います。 

最近企業向けに配布したフライヤーになりま

す。企業向けなので、企業支援という内容に特化し

ています（スライド 3）。このりょうもうアライア

ンスのポイントとしては、こちらのスキームになり

ます。例えば企業さんから本学にご相談があったと

します。本学で受け入れることができればそのまま

本学の共同研究や依頼分析として進めていきます。

しかしながら、何が何でもできるというわけではな

く、できないものもあります。そういった時、今ま

でだったら企業さんにはあきらめていただくしかな

かったのですが、このりょうもうアライアンスで引

き受けて、どこか 4 機関の中でできる機関、できる

先生はいませんかという議論をします。そこで他機

関とでうまく話が成り立てば、契約成立です。それ

でもやっぱり駄目だった時はごめんなさいになっち 

 

スライド 3 

ゃうのですが、なるべく、頑張ろうとしている企業

さんにそういう思いをさせないというのを一つの目

的としています。そういう意味で、地方、地域企業

を支援するセーフティーネットというような書き方

もしています。 

ここからは成果ですけれども、やっぱり成功例

はなるべく伝わるようにしなきゃいけないというこ

とで、「まんが DE りょうもうアライアンス」とい

う親しみのあるものを作っています（スライド 4） 

。これは 1 つ目の成果ですけれども、群馬県の高崎

市、新幹線も止まる駅ですが、そちらのほうの企業

さんが群馬大学に相談に来てくれました。ただ、そ

の内容ですと本学ではどうしても対応できないとい

うことで、りょうもうアライアンスに展開したとこ

ろ、足利大学の野田先生が、「じゃあ僕がやります

よ」ということで受けてくれました。これは内容的

にも非常に面白くていろんなお話をしたいのですけ

れども、ちょっと時間がかかっちゃいますので、ぜ

ひフライヤーをお手に取ってご覧いただければうれ

しいなと思います。このようなことをやってこの企

業にとっていいことがあったかというと、ありまし

た。今まで競合他社がいたのですが、エビデンスを

集めることを続けて、今となっては競合他社とは相

手にならないぐらい優越性が出て、受注につながっ

ているということでした。まさに企業支援ができて

いるというふうに思っています。 

 

 

スライド 4 
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あとはこんな感じのお話が続きます（スライド

5、6）。3 つ目は前橋工科大学さんが企業さんと取

り組まれた内容で、これもいいお話になっていま

す。実際取り組まれたのは前橋工科大学さんですけ

ど、インタビュアーとして群馬大学の私も同席して

いろいろディスカッションするなど、異なる機関の

人が集まっていろいろなアイデアが浮かぶというの

もりょうもうアライアンスのいいところかなと思っ

ています。 

じゃ、こういう中で機器分析センターとしては

何ができますかと聞かれた時に、依頼分析でお力に

なりますよということを言っています。これがその

フライヤーになります（スライド 7）。上段、この

部分は依頼分析に対する意気込みみたいなものが書

いてあります。2 段目は、幾つかデータを示してい

ます。どれだけ相談案件が増えましたよとか、県内 

 

スライド 5 

 

スライド 6 

、県外、どこの会社でも受け入れますよ、企業の規

模にもよりません、どんな分野でも大丈夫です、ど

んな相談内容でもいいですよ、ということを言って

います。つまり、気後れせずに相談してくださいね

というメッセージです。ただし、この部分は非常に

重要なインフォメーションを持っているのではない

のかなと思っています。そういう意味で、ちょっと

ここを詳しくお話をさせていただきたいと思いま

す。相談内容ですけれども、この年は研究開発で大

体 30％ぐらいでした。研究開発というと共同研究

というのがやっぱり皆さんの意識の中にはあるので

はないのかなと思います。『大学ファクトブック

2022』、こちらのほうにいろいろ情報がまとまって

いますので引用しました。本学の 2020 年度の共同

研究はこういう額をいただいて実施してまいりまし

た。このような共同研究での研究開発と依頼分析で

の研究開発は立ち位置とか考え方がだいぶ違うとい

うことを、ここでお伝えしたいなと思っています。

まず共同研究、もうこれは説明する必要もないので

すけれども、何がベースかというと教員の知がベー

スとなっています。教員の優れた成果に依存してい

ますし、知財を創出するというような目的もありま

す。期間としましては 1 年、長いものでは 3 年とい

うような契約の中でやっています。一方、依頼分析

の中で行う研究開発はどうかといいますと、これは

分析装置を使っていますので、実際はそれを操作す

る方、つまりスタッフ、技術職員ですね、 

 

スライド 7 
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こういう方々の分析力がベースになっています。ど

んな相談かというと、自社でいろいろ研究をされて

いる中で、分からないことがあった、ちょっとおか

しなことがあったその解決のためにスポット的に支

援してほしいというご要望です。次に、工程改良の

ための分析。先ほど 2 次産業が多いというお話だっ

たのですけれども、元請けが要求する仕様がどんど

ん厳しくなっています。これは、安全安心に対する

意識が高まっていること、自動化が進むことによっ

て機械がきっちりとしていないといけないという背

景があります。なので、昔はこれで OK だったのだ

けど、今はそれでは受け入れてくれないという相談

が多くて、どう改善しましょうかというようなご相

談を受けることがあります。そして、より大きな違

いは納期です。大体 1 週間ぐらいで勝負を付けるこ

とが多いですし、案件によって 3 カ月とか、難しい

ものになるともっとかかってしまいますが、共同研

究のそれよりは短いことが特徴です。また、こちら

の 256、これは何かというと民間企業さんから受け

た共同研究の数です。44、この数字は群馬県に所在

する企業さんの数になります。割合にして 17％。

一方、こちらのほうはどうかといいますと、県内の

企業さんから 55％の依頼を受けています。つまり 

、地域創生とか地域貢献を考えた時、共同研究と依

頼分析のどちらが効果的かというと、実は依頼分析

のほうではないかと思っています。その他、品質管

理の部分。これは、高額機器を企業さんが持つと維

持、管理、更新、これにかかる経費とか人的負担が

大きいので、ぜひうちの装置を使ってこれらの負担

を軽減してくださいということを言っていますの

で、その結果が反映されたかなと思います。不具合

の原因解明、これは企業さんが元請けへ納品した

後、元請けからいろいろクレームが出ることがござ

います。それを放っておくと高額な損害賠償請求と

か取引中止というような、非常にクリティカルな問

題になってしまいます。こういうことにならないよ

うに、企業さんから相談があったとき、私たちは何

とかしようと努力をしています。ここまで、依頼分

析を紹介してきましたが、地方大学の地方創生への

貢献をはかるためには、共同研究の成果も大事だけ

ど、汎用機器を用いた依頼分析のような取り組みを

きちんと評価するということが大事ではないか、と

いうことを提案したいなと思っています。 

これは先ほどのフライヤーの裏面になります

（スライド 8）。いろいろと成果がありますが、そ

の中の 1 つを取り上げました。環境アコロさんとい

う会社ですけれども、配管洗浄を生業にしており、

「泡で洗浄する方法を開発したんだけどなかなか売

れないんだよね、本当にきれいになっているかどう

かを調べてもらえませんか」という相談をいただき

ました。これは、なかなか大学の教員に共同研究を

お願いしますという案件ではないので、機器分析セ

ンターで受け取りました。これは私が下水に頭を突

っ込んでサンプリングしている絵です。ちょうど去

年、メインバンクのあかぎ信用組合の協力を得まし

てアコロさんの業績として、売上高の数字を頂きま

した。この年に依頼分析を受けまして私たちがお答

えを出しました。その後の、アコロさんのいろいろ

な取り組みもあるのですが、売上はどんどん上がっ

ていて、数字は言えないのですが、今ここのびっく

りするぐらいの高い売上高になっており、いい貢献

ができたと思っています。 

じゃ、これが大学にどう効いているのだろうか

というところです。これは、機器分析センターの共

用機器に関するいろんな利用者の延べ人数の変化、 

 

スライド 8 
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実人数の変化、利用時間の変化を示しています（ス

ライド９）。その中で今見たいのは収入のグラフに

なります。学内利用で各先生にお支払いいただいた

額と、依頼分析で得た収入を比較すると、全体の収

入の 35％ぐらいは、依頼分析で得ていますという

結果になります。学内利用の部分をもう少し細かく

見たのがこちらになります。学内の先生は学内利用

料金でお支払いいただくのですが、その財源が企業

との共同研究であるものは平均すると大体 15.7％ぐ

らいでした。そう考えると、実はこの共用機器を動

かして得ている収入というのは 35 と 15 を足して大

体 50％、つまり 50％ぐらいは、企業さんからの要

求に応える成果で頂いているのだなということが分

かります。また、言い方を変えると、共用機器とい

うのは学内研究推進に 50％使っているし、企業支

援に 50％貢献していると、こんな言い方もできる

のではないのではないかなと思っています。 

続きまして、群馬県分析研究会です（スライド

１0）。会報を作ったり、研究発表会などをやって

います。理事や事務局メンバーの所在地を地図に落

とすとこんな感じになります。1 つ群馬県から離れ

ていますけれども、これはアキレスさんでして、足

利の拠点になります。なので、群馬県分析研究と言

っていますけれども、まさに両毛地域というところ

で技術者さんのスキルアップを目指そうという取り

組みをしています。 

じゃあこういうことをやって理事メンバー間で 

 

スライド９ 

何が起きているかというと、1 つは機器や分析の情

報交換ですね（スライド 11）。こういうことをや

りたいのだけれどもどうすればいいですかとか、こ

ういう相談が来たのだけれども、やってもらえます

かとか。例えば、弊センターにフタル酸エステルの

分析相談が来たのですけれども、うちではできない

ので、ここのメンバーを紹介したりしました。あ

と、産技センターさんとの間で起きていること、こ

れも大事ですね。実際に分析装置のすみ分けが起き

てきました。最初は難しかったのですけれども、時

間がたつと自然にできてきたという感触です。FT-

IR は産技センターの充実がすごくて、うちは出番が

ないかなと思っていたのですけれども、当方の特徴

として粉系、要するに拡散反射測定などは得意であ

ることがわかり、こういう依頼なら弊センターで、

異物の分析なら産技センターさんをお勧めする、 

 

スライド１０ 

 

スライド 1１ 
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というような対応をしています。応力分析も産技セ

ンターさんをお勧めする案件です。一方、表面の化

学状態分析とか有機物の構造解析、あと、やっぱり

難しいねというのは大学のほうに振ってくださいま

す。群馬県の産技センターはすごい実力が高いとい

うことをきっちり伝えさせていただいた上で、こう

いうハイレベルな産技センターさんでも全方位に対

応できるわけではないですよ、そこを補完できる仕

組みが要るよねと、そういうところで大学の共用機

器というのは非常に有効だということをお伝えした

いと思います。 

こちらは、実際機器分析センターに集って依頼

分析等を頑張ってくださっている技術職員さんにな

ります（スライド 12）。本当に彼ら、彼女らの努

力があって、あれだけの依頼分析をうまく回すこと

ができていると思っています。 

こちらはマイスター育成プログラムの紹介です

（スライド 13）。学部 2 年生 3 年生を対象に共用

機器をしっかり学ぶ人材育成プログラムです。3 年

生になった時に認定試験を実施し、合格すると依頼

分析のお手伝いをしていただいています。このプロ

グラムで教えるのは誰かというと技術職員さんで

す。これによって技術職員のティーチングスキルを

上げることにも貢献しています。 

最後のまとめになります（スライド 14）。是

非、依頼分析に注目してみてください、そうする

と、共用機器の地域企業への貢献がより明確になる

のではないでしょうか。 

 

スライド 1２ 

しかも、それは大学にとって貴重な財源になってい

ます。依頼分析を頑張ると技術職員さんのスキルア

ップにつながりますし、モチベーションのアップに

もつながります。また、これらは大学の研究力アッ

プにも還元されるはずです。そして、これらの効果

をより上げるためには何が大事かというと、いろい

ろな機会を与えてくれる地域ネットワークです。ま

とめると、大学の分析力と地域ネットワークがきっ

ちりかみ合うことによって、地方創生、地域創生に

非常にいい効果が生まれるのではないかという提案

です。一番心配するのはこちらですね。共用機器の

陳腐化が進むと全て失っちゃいますということで、

やっぱり大学を上げて機器整備の方針というものを

しっかり組み立てながら、財源も工夫しながらやっ

ていく必要があるのだと思っています。以上になり

ます。どうもご清聴ありがとうございました。 

 

 

スライド 1３ 

 

スライド 1４ 
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講演Ⅳ 

「琉球大学における研究基盤整備とその運用 

～機器共用化の推進と地域ネットワークの構築～」 

 

琉球大学 研究推進機構 研究企画室 特命講師 

青山 洋昭 

 

琉球大学研究企画室の青山です。3 名の先生方、講

演いただき誠にありがとうございます。本学のほう

では琉球大学において研究基盤整備、その運用とい

うことで、われわれがどのように共用を行ってきた

のか、その結果どのような成果が出てきているのか

ということを、簡単にご紹介させて頂きます。 

まず、最初に、沖縄県について簡単にご紹介し

ます（スライド１）。皆さんご承知のとおり沖縄県

は島嶼県でありまして、南西諸島の南半分に散在す

る琉球諸島の島々から構成されています。ですの

で、非常に面積が狭いということで、全国で 4 番目

に小さい県であります。その一方、その地理的特徴

として亜熱帯海洋性気候にあって、1 年を通じて温

暖で自然環境に恵まれているという特徴がありま

す。産業構造に関しては、こういった自然環境に恵

まれているというところを生かした観光業等々が盛

んであり、第 3 次産業が中心の産業構造となってい

ます。それゆえに、2 次産業のうち製造業が 4.3 ％

ということで、残念ながら全国で一番低い値という

ことになっていまして、また、1 人当たりの県民所

得のほうも全国で一番低いというのが、沖縄県の状

況であります。人材の育成に関しては、県内に 8 つ

の大学があり、トータルで約 2 万人の学生が在籍し

ています。規模としては全国で 25 位、ちょうど中

間点ぐらいにはありますが、その一方で、高等学校

卒業者の大学等進学率が 40％と、全国で一番低い

という状況になっています。 

その中で琉球大学は県内唯一の総合大学という

ことで、理系文系含めて全 7 学部が存在する大学と

なっており、学生数が約 8,000、教職員数が約

2,000 という規模の大学になります（スライド

2）。キャンパスは、メインキャンパスの千原と医

学系キャンパス、こちらは普天間地区に移動予定で

すけれども、この 2 つがメインになります。その他

に西表であったり、山原（やんばる）であったり、

そういったところにいろいろな研究施設を持ってい

るというのが一つの特徴です。ですので、本学の研

究においてはそういった地域特徴を生かした分野を

推進していくという方向性で進めており、世界自然

遺産であったり首里城再興といったトピックスとい

うものも存在しています。 

 

スライド 1 
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その中で、本学としてどのように共用化の取り

組みを行ってきたかというと、最初に共用が始まっ

たのは平成 19 年にさかのぼります（スライド３） 

。この時に、学内施設の統合によって、全学的な組

織として機器分析支援センターが設置され、そのシ

ステムを使って化学系の分析機器を中心に共用シス

テムの運用を開始しました。平成 28 年には新たな

共有システム導入支援プログラムの採択を契機とし

て、このシステムを基に全学的な研究機器・設備の

共用化というものの構築を開始しました。この段階

で、今まであった化学系の機器に生命科学系の機器

を追加して、より幅広い機器を運用する体制を構築

しました。そして、令和元年度にこれをさらに地域

に広げようということで、おきなわオープンファシ

リティネットワークというものを設立しました。こ

こにおいて、いろいろな機器設備情報等を集約した

ポータルサイト等を構築することによって、まずは

大学からさらに外に広げるという活動を開始してい

ます。その上で令和 3 年度のコアファシリティ構築

支援プログラムの採択を契機に、それをより強化し

ていく、沖縄のコアファシリティ化を進めていこう

ということで、研究基盤リソースの好循環の創出を

目指した活動を行っているという状況です。 

この、おきなわオープンファシリティネットワ

ークは、実は先にご講演いただいた 3 名の先生方の

ネットワークをお手本にさせていただいて構築した

ネットワークとなっています（スライド４）。 

 

スライド 2 

ですので、目的としては似ているところはあるかも

しれませが、基本的な考え方としては、ひと・モ

ノ・知恵という研究を進める上で重要な資源を相互

活用して、沖縄県全体で研究能力や技術の向上に貢

献していこうというのが、ネットワークのコンセプ

トです。県内で研究機器・設備を運用する 7 機関、

学術機関ならびに公設試、ならびにインキュベーシ

ョン施設等々が参加し、それぞれの設備・機器情報

を公開したり、おきなわオープン TECH ゼミとい

ったセミナーを通じて地域の技術系人材の交流育成

を図るという取り組みを行っています。 

次に、琉球大学内での共用機器の取り組みの状

況について、ご説明させていだきます。共用機器数

の推移としては、取り組みを開始して以降順調に増

加しており、現時点で、全学で 114 台の共用機器、

導入時の金額に換算しますと約 8 億 7,000 万分の 

 

スライド３ 

 

スライド４ 
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機器が共用化されています（スライド５）。ただ、

一方でこれはあくまで導入時の金額ですので、共用

機器の半数以上は 10 年以上たっているというよう

な状況ですので、実際の資産価値としてはかなり低

いような状況にあるというのが現状です。 

その運用状況についてですが、共用開始に比べ

て利用者数は順調に増加していて、現在 2 倍となっ

ており、うち半数は学生の利用になっています（ス

ライド６）。利用件数、稼働時間共に増加している

という状況であり、共用機器の登録の幅が広がるに

つれ、こういったものも増加しているという状況で

す。 

それに基づく成果に関して、まず学術領域にお

ける成果ですと、共用機器利用による学術成果数は

開始時の 2 倍となっています（スライド 7）。これ

は機器数の登録数の増加にともなって増えていると 

 

スライド５ 

 

スライド６ 

いう側面もありますが、大学全体の論文数に対して

見てみると、約 9％ですけれども、大学全体の論文

数の伸びよりもはるかに高い伸び率で増えていると

いう状況です。 

その研究領域に関して簡単にご紹介します（ス

ライド８）。左の図は国際共著率、Top10％率、産

学連携率に関して大学全体と共用機器でどれほど変

わってくるのか示しています。大きく上がると良か

ったんですけれども、そこまで大きな差はない。逆

に言うと、大学全体と同じぐらい、共用機器の利用

も各要素に貢献しているというふうに考えられま

す。特徴的というか面白いなと思うのは、右のほう

ですね。共用機器成果における研究分野ということ

で、共用機器を使った研究は特定の分野だけではな

くて多様な学問領域において研究成果の創出に役に

立っているというのが特徴的であり、いいところで 

 

スライド７ 

 

スライド８ 
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はないかなと思います。 

次に産学系にどのように貢献しているのかとい

うパラメーターをちょっと考えてみました（スライ

ド９）。利用財源、つまり共用機器がどのような財

源で使われているかで見てみた場合に、共用化以降

に産学連携系の財源による利用が増加している状況

が分かりました。令和 3 年度で約 50 ％が外部資金

による利用となっていますので、共用機器がある、

共用機器が使えるということが、教員の外部資金獲

得等に関係している、いい影響が出ているのかもし

れないと考えています。 

さらに、地域への貢献性ということで、受託試

験、外部利用という点で見てみたいと思います（ス

ライド 10）。残念ながら、沖縄の産業構造の状況

というところもありまして、実はそんなに受託試

験、学外利用が盛んではないところです。 

 

スライド９ 

 

スライド 10 

ここは課題ではあるんですけれども、その中でも県

内に限って言えばライフサイエンス系の品質管理の

割合が多いです。これは沖縄県の施策の一つである

バイオベンチャーの育成等が関連して、そういった

ところに関連した依頼が来ていると見れるのかなと

考えています。 

そのような状況において、琉球大学は昨年度、

コアファシリティ事業に採択していただきましたの

で、コアファシリティ構想を進めていきたいと考え

ています（スライド 11）。その中で 3 つの目標を

掲げ、戦略に基づいて行っていくのですが、やはり

全学的な研究基盤運営体制の構築、そして技師職員

の方々を組織化して力を発揮していただく、そし

て、やはり地域ネットワークを活用して地域全体で

コアファシリティ化するということが非常に重要か

と考えています。今後、こういった取り組みを進め

ていき、持続可能な研究基盤体制を構築して、地域

貢献大学のモデルケースを目指していきたいと 

考えています。以上、ご清聴ありがとうございまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

スライド 11 
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総合討論 地方大学の研究基盤の在り方とは 

 

パネリスト：境 健太郎、森本 稔、林 史夫  

司会：青山 洋昭 

 

青山：それでは総合討論に移りたいと思います。

私、青山が進行を務めさせていただきます。 

 

 

１．アンケートから見た地方大学の研究基盤 

青山：最初に、今回シンポジウムを開催するにあ

たり、55 校の地域貢献型大学に研究基盤に関する

アンケートをお願いしました（スライド１）。その

中で、28 校から回答をいただきました。その詳細

な結果に関しては、後日、報告書等で共有させてい

ただく予定ですが、今回、その一部をご紹介してい

きたいと思います。 

最初に、「研究基盤を運用する上で、全学的なマ

ネジメント体制が構築されていますか」という質問

に関しては、「はい」とお答えいただいた機関が約

75％ということになっています（スライド２）。そ

の中で、中心的役割を果たしている部署をお聞きし

たところ、全学的なセンターが中心的な役割を果た

しているというところが多いという結果になってい

ます。 

次に、「研究基盤が学生教育、研究推進、産学連

携、地域連携にどれぐらい貢献しているか」という

ことをお尋ねしました（スライド３）。これは、あ

くまで主観的な数値になると思いますが、その結果

を見てみますと、研究推進、学生教育に関しては非

常に貢献している、貢献度が高いという回答が多か 

 

スライド１ 

 

スライド２ 



 

27 

 

ったです。一方、産学連携、地域連携に関しまして

は、貢献している、貢献していない、これがばらけ

るところが一つ特徴的なのかなと考えています。 

次に、「共用機器・設備を含む研究基盤を整

備・運用する上での課題を挙げてください」とお聞

きしました（スライド４）。やはり整備財源の確

保、人材の確保・育成というのが課題であると挙げ

た機関が多かったです。同じく、共用化の実現に向

けた課題に関しても、財源の確保、人材の確保・育

成というところが課題であるということですので、

この 2 つを何とかしなければいけないなと考えてい

る、それが各大学の皆さんの意見かと考えていま

す。 

そして最後に、先に文部科学省で出されました

共用化ガイドラインに関しても聞いてみました（ス

ライド 5）。「ガイドラインが大学の研究基盤整

備、運用の参考になりましたか」という質問には、

ほとんどの大学が非常に参考になったと回答してい

ます。「その内容に対して対応を検討しています

か、その場合どのような対応を検討していますか」

という質問に関しては、約 8 割の大学が対応を検討

しており、その主な内容としては、やはり共用方針

の策定・公表に向けた対応を検討しているところが

多かったです。 

 

スライド３ 

これらの結果から、やはり多くの大学で研究機器・

設備の運用ならびに共用の課題として、財源の確

保、人材の確保・育成を挙げています。文部科学省

から出されたガイドラインに対しては、多くの大学 

 

スライド４ 

 

スライド５ 
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で共用方針の策定・公開に向けた対応を検討してい

るという回答もいただいています。ただ、こういっ

た財源や人材の確保に関しては、やはり共用機器・

設備が各大学の研究活動に貢献しているということ

を大学の執行部、ひいては国に示していくことが重

要であるとも考えています。また、共用方針の策定

においても、各地方大学における多様な研究教育活

動において共用機器がどのような役割を果たし、有

効性を持っているのかということを考慮していくと

いうことが必要であると考えています。 

そこで、今回、地方大学において共用機器を運

用することで得られる効果やその要因について、実

際に共用化を推進し、地域ネットワークの構築を進

めてきた 4 つの大学のデータから見ていきたいと考

えています。 

 

２．研究基盤リソースに関する分析 

青山：まず、4 大学のデータを見ていく前に、ア

ンケートの結果から研究基盤リソースに関する分析

を行ってみました。アンケートに回答いただいた

28 大学のデータを基に、地域貢献型大学全体で見

た共用設備・機器ならびにそれに関わる人材と、大

学の各種成果との関係性とを分析したので、見てい

きたいと思います。今回は、一つの試みとして一般

化線形モデルというものを用いてみました。それを

用いて、研究基盤に関連した複数の要素を含めた分

析を行いました。この分析に関しましては、本学の

研究企画室の平良特命助教が実施しました。 

方法としては、一般化線形モデルを使って、そ

れが一番フィットするというものを探すという方法

になります（スライド６）。論文数、受託共同研究

受け入れ額、科研費獲得件数、科研費獲得金額を成

果のデータとして使用しています。そして変数とし

て、全学共用化機器数、技術職員数、施設系職員

数、研究推進系事務職員数、その他事務職員数を、

それぞれ常勤教員一人当たりの値に換算し、さらに

標準化して分析に用いました。 

その結果を表にしました（スライド７）。プラ

スの係数のファクターは、左の各成果項目に対して

正の影響を及ぼしていると考えることができます。

その場合、論文数に関しては共用機器数がプラスの

影響を与えていると推測できます。受託共同研究受

け入れ額に関しては、共用機器と技術職員がプラス

の影響を与えていると推測できます。さらに、科研

費の獲得件数や金額に関しては、技術職員がプラス

の影響を与えているのではないかというような結果

が出ています。 

それぞれの係数で補正した値を横軸にして分布

図を作成してみました（スライド 8）。この結果を

見ますと、共用機器の数と論文数、技術職員の数と

共同研究の金額に正の関係性が示唆されているよう

に見えます。非常に興味深い結果かと思いますが、

これらのデータ解析も含めて先生方にご意見、コメ

ント等をいただければと思います。いかがでしょう

か、境先生。 

境：非常に興味深いデータだと思っています。

実はわれわれ研究基盤協議会の中で、共用機器数と 

 

スライド６ 
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例えば共同研究の件数あるいは金額ですね、こうい

ったところにどうも相関がないのではないかという

ような議論をちょっと始めたところでした。です

が、このデータを見るとある程度相関がありそうだ

ということで、何か希望が持てるなと。地域貢献型

大学も何かそういったところに相関が出そうなの

で、引き続きその分析を詳しくやっていきたいと思

っています。 

青山：ご指摘いただいた通り、あくまで試みの分

析ということですので、これから詰めていく必要は

あると思いますが、この分析の特徴としては一個一

個の要因の比較というよりは、1 つの要因に対して

複数の要因の関与を検討しているところなので、共

用機器数プラス技術職員数が受託共同研究の受け入

れ金額に効いている、正の関係をしているというの

は非常に興味深いデータかと思います。こういった

ところは先生方の発表であった技術職員の皆さんの

技術力というところが非常に重要であるということ

を数値で表しているという解釈もできるかと思いま

すが、森本先生、いかがですか。 

森本：ありがとうございます。共用機器と技術職

員は重要だろうというのは、今までイメージとして

はそうだろうとは思われていたのが、こうやって何

となくですが数値、定量的にも見えてきたのは非常

にいいデータかなと思います。ちょっと 1 点、左か

ら 2 番目、受託と共同研究受入金額というふうにな

っているのですが、どちらかというと共用機器とい

うのは汎用的な装置のイメージがあります。結構特

殊な装置の場合の方が、ものすごく大きい共同研究

金額となるような気もするので、これを件数でやる 

 

スライド７ 

とどうなるのかなというのはちょっと思いました。 

青山：ありがとうございます。われわれが使った

データが金額ベースだったというところがあります

ので、今後の課題として色々なデータでこういった

分析をすることで、新たに見えてくるところもある

なと思います。企業からの受託に特徴がある群馬大

学の林先生、何かコメントがあれば。 

林：ありがとうございます。まず、やっぱりこれ

は単純な単相間じゃなくて、今まで取り組まれたこ

とのない解析方法、これは非常に新しいものを見せ

ていただけたなと思います。受託・共同研究、これ

を 2 つ並べちゃうのは注意しながら見なきゃいけな

いと思うのですが、これは地方大学に取ったアンケ

ートですよね。 

青山：そうです。 

林：地方大学になりますと、国に数個しかないと

か、それに類する非常に高度な装置というものはな

いと思います。そういう意味では汎用機器、汎用設

備というようなものでもしっかりと貢献できている

ということが、これから見て取れるんじゃないかな 

 

スライド８ 
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と思いました。なので、新しい装置を整備する考え

方として、県単位で連携して地域貢献をしようとい

う大学に、ものすごい装置ではなくていいので、汎

用的な装置、本当の基盤的な装置、そういうものを

きっちりと整えていくことが大事だと、これは言っ

ているのではないかなと読みました。 

青山：ありがとうございます。われわれが行った

試みの分析に関していろいろご意見を伺ったので、

今後、さらに検討していきたいと思います。ありが

とうございました。 

 

３．産学連携活動への共用機器・設備の寄与 

青山：では、次に 4 大学のデータから見た研究基

盤の貢献ということで見ていきたいと思います。最

初に、大学が実施する産学連携活動に共用機器・設

備がどのように寄与しているかを見ていきたいと思

います。その際の指標として、共用機器を利用する

際の料金がどのような財源から仕払われているかと

いうところを、今回挙げさせていただきたいと思い

ます（スライド９）。これを見てみますと、この赤

枠で囲まれているところが受託研究ですけれども、

各大学共に共用機器の利用料が学内経費のみではな

く、共同研究や受託研究といった、いわば産学連携

系の経費からも拠出されているということが分かる

かと思います。ここの部分に関して、先の講演でも

皆さんいろいろご紹介いただいたところもあると思 

いますので、そこも含めてこれらのデータに関し

てご意見等を伺えればと思います。では、境先生、

よろしくお願いします。 

境：宮崎大学の場合、黄色の学外利用が非常に大

きくなっています。これは、新共用を進めていまし

た産業動物防疫リサーチセンターですね、ここのデ

ータが大きく関与しています。ここのセンターが何

をやっているかというと、いわゆる畜産が宮崎県は

有名ですが、そこの牛の白血病検査とかを、ある意

味事業化して、検査体制を築いているところが非常

に大きく、ここに分析機器が非常に活用されていま

す。ここの伸びがすごくて、先ほど発表でも申し上

げましたとおり 3,000 万ぐらい、すごい金額を稼い

でいます。これはもちろんセンター運営のために、

あるいはセンターで必要な分析機器を購入するため

にも活用されるので、いい循環なのかなと思ってい

ます。反面、私が所属している所はそんなに売り上

げがなくて、機器の更新をどうしようかということ

は日常茶飯事に起きている問題であります。けれど

も、一応、こういう学外貢献が非常に高い、しか

も、地域に貢献しているというところがデータとし

て表れていると思います。 

スライド９
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青山：ありがとうございます。同じく学外利用が

高い割合の見える群馬大学の林先生はいかがです

か。 

林：先ほどお話しさせていただいたとおり、これ

は機器分析センターのほうで維持、管理している装

置です。それは誰がやっているかというと技術職員

さんがやってくださっている。つまり、依頼分析等

が来た時に、技術職員さんが応えてくださるという

ところで、非常に、うまく回っている、うまく回す

ことができていると思っています。本当にこの部

分、新しい装置を買うというところまではいけな

い、そういう収入ですが、維持管理費を出すという

ところでは十分効果があると思っています。そうい

う意味で、大学のほうの支出、負担を減らすことが

できていると思っています。 

青山：鳥取大学の森本先生はいかがですか。 

森本：このシンポジウムをやる上で、いろいろ打

ち合わせをさせていただきましたが、その時に機器

利用はどんな目的でやられているのか、そういうデ

ータを取れないかと言われた時に、そんなデータは

取っていなかったのですが、支払い財源でもそうい

うことが見えてきそうだなというのは、これは非常

に面白い取り組みということが分かりました。今ま

であんまり考えていなかったのですけれども、うち

の大学でもそれなりに共同研究だとか、そういうも

のに利用されているというところが見えてくるとい

うのは、非常に面白い試みだと思います。ただ、1

点、検討が必要と考えるのは、1 人の先生の共同研

究が非常に大きな額があった場合、1 件の共同研究

だけで金額が大きく伸びていくこともあるかと思い

ます。当然、大きな額が入ってきたというのは意味

があると思いますが、多様な共同研究において機器

が利用されているかをうまく評価できるかというの

は、このデータの扱い方を含めて検討していく価値

があると思います。 

青山：ありがとうございます。確かに特定の機

器、ないしは特定の先生がものすごく稼いでいると

いう場合、ちょっと見方が変わってくる可能性があ

ると思います。また先生方のコメントにもある通

り、利用料がどういったところから出ているかとい

うのは、受託研究、共同研究といったものに対して

の共用機器の貢献性を示す一つの指標となり得ると

思いました。 

 

スライド 10 
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４．地域貢献への共用機器・設備の寄与 

青山：次は、共用機器ならびに設備の利用が大学

外の利用者、つまり、地域ひいては全国のニーズに

どのように貢献しているかを見ていきたいと思いま

す。そのために、共用機器の学外利用に関する各要

素について見ていきたいと思います。まず、共用設

備・機器の外部利用の利用方法、件数および金額に

ついて見てみます（スライド 10）。 

これらのデータを見ますと、まずユーザー分析

よりも、やはり依頼分析の割合が非常に多いという

ことが分かります。次に、学外利用の目的に関し

て、県内、県外からの利用の分布を見てみます（ス

ライド 11）。これを見てみますと、全体的な傾向

として、県内からは、先生方の発表でもあったとお

り、品質管理と不具合の原因解明が多いことが分か

ります。このように地元の企業からどのような利用

があるかというのは、共用設備・機器が地域創生に

寄与している一つの指標となるかと思いますが、い

かがでしょうか。これらのデータに関してご意見等

を伺えればと思います。それでは林先生、お願いし

ます。 

林：今、皆さんに見ていただいている図は、地方

大学にとって実はものすごく大事な示唆を含んでい

るのではないかと思っています。県内からの依頼に 

関しては、やっぱり不具合の原因究明であるとか品

質管理は本当に急がなきゃいけないという、そうい

うものが非常に多いと思います。一方の県外の方

は、これは別な所でやられているのだと思います。

じゃあ、この県内と県外の差は何だろうかと考える

と、移動のしやすさとか環境の違いという地理的な

影響が大きいと思っています。そう考えたら、1 つ

の最小単位をどこで取るのがいいかとなりますが、

やはり県という単位で物事を考えていったほうがい

いと思います。この図は、県にいる国立大学として

きっちりと県のため働けていることを示している、

非常にいい図だと思います。 

青山：群馬大学のネットワークは、役割分担が非

常によくできているということでしたが、そういっ

た公設試との役割分担も含めた上で考えるとこうい

った図になるのでしょうか。 

林：そうですね。公設試のほうが圧倒的に不具合

の原因とか品質管理の相談を行っています。実際、

企業さんはどうしているかというと、うちにも来て

いるし、産技センターさんも使われる。だから、ど

ちらがどちらとかという話じゃなくて、本当にもう

オール群馬というそういう感じで企業さんには見て

いただけていると思います。 

 

スライド 11 
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青山：ありがとうございます。宮崎大学の境先

生、いかがでしょうか。 

境：今、林先生がおっしゃったことはほぼ同感で

して、やはり県内の人がこういった目の前の課題解

決に使うことが多いです。うちでは工業技術センタ

ーというのですが、第一報がそちらに行って、第二

報としてこちらに来るとかですね。あるいは、XPS

（X 線光電子分光）は宮崎大学だけで運用している

とか、いわゆるすみ分けというのができつつあり、

あと FT-IR の得手、不得手、顕微を持っているか、

持っていないかといったところですみ分けができて

いるような感じです。それで不具合対応とか品質管

理のところが結構多くなります。ただ、県外はどう

いうことが多いかというと、研究開発に近いことが

やっぱり多いです。われわれの知り合いといったと

ころで共同研究をしているけれども、これは依頼分

析でといったような使われ方をしているケースがち

らほらある。そして、宮崎大学のちょっと課題はこ

ういったところに貢献してもらえる技術職員が 1 人

もいないということで、われわれ教員側で全てをま

かなっているので、ちょっとやっぱりこういったと

ころに技術職員の活躍の場をつくりたいです。 

青山：職員の活躍の場というと、やはりこういっ

た依頼分析を担当していただける。 

境：そうですね。やはり、ぜひともこういったと

ころで活躍してもらいたいなとは思っているのです

けれども。 

青山：そこに関しては、森本先生はいかがです

か。 

森本：まず、依頼分析が多いというのは、これは

地理的なところが一番大きいです。鳥取は一番近い

大都会は飛行機で行ける東京だというぐらいで、な

かなか来てやるというのは難しいということで依頼

分析が多くなっています。次に県内からの利用はち

ょっと特殊で、研究開発が多いのは、講演でもお話

ししたように、鳥取県の西部がバイオベンチャーを

育てようとしていて、そこの寄与が研究開発という

ところで大きくなっているのが、本学の県内利用の

特徴です。県外のほうもアカデミック、大学だとか

公的研究機関の利用が多いですが、うちの大学は学

外の公開している設備は必ず技術スタッフが付いて

サポートできるもの、依頼分析を受けられるもの

を、基本ポリシーとしているので、依頼があった時

にはきちんと対応して返していきます。そういう意

味で、依頼された大学からのリピーター、毎年送っ

てこられる大学、それも大きな大学、帝大系からも

来ます。そういう面できちんとサポートできていま

す。依頼分析は、技術職員がやっていますが、結構

細かいところまでサポート、やりとりをしながら測

定をしています。そういうところで、学術系からも

来ていると思います。 

青山：ありがとうございます。技術職員の技術力

というのは、いわば大学の知を地域に非常に展開し

ていると解釈できると思います。また本学において

は、沖縄の産業構造的に厳しいところもあり、学外

利用が低いという状況ですが、技術職員の力や共用

機器を生かして、増やしていけたらと考えています

ので、非常に参考になりました。 

 

５．学術への共用機器・設備の寄与 

青山：では次に、共用設備・機器の利用が学術成果

の創出にどのように結び付いているかを見ていきた

いと思います。各大学における共用設備・機器利用

に紐付く論文のデータをまとめてみました。大学全

体の論文数ならびに共用設備・機器の利用に紐付く

論文数の中で、研究領域におけるそれぞれの利用

率、大学全体の論文に対しての共用機器利用による

論文の割合をまとめています（スライド 12）。こ

れらのデータを見ると、研究分野ごとの寄与率は、

大学の間で共通している部分と異なっている部分が

あるように見えます。また、もう 1 つのパラメータ

ーとして論文の評価を、国際共著論文率、Top10％
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論文率、産学連携論文率、ならびに CNCI

（Category Normalized Citation Impact）という形

で見てみます（スライド 13）。分野によって特定

の評価が上がっていることと、それぞれの大学にお

いて特徴があるということが分かります。ただ、こ

れらのデータを得るためには共用設備・機器に紐付

いた論文データをいかに漏れなく、かつシステマチ

ックに収集していくことが大事です。ここは先生方

のご講演もご指摘があったところです。そういった

ところも含めて、ご意見いただけたらと思います。

境先生、いかがでしょうか。 

境：これは初めて分析をしてデータが出た案件だ

と思います。事の発端は、宮崎大学で大学情報デー

タベースに論文を入力する時に、その設備の情報を

一緒に入力してもらうというシステムづくりをした

ところからこういう分析をやってみようというの

が、発端だったと思います。やはり見てみると、分

野によって貢献率が高いところがあるのだなと。そ

して、われわれは機器分析センター関係の教職員な

ので、そのデータが主流かと思うのですが、どの大

学もマテリアルサイエンスあるいはケミストリー関

係が優位であり、やはり機器分析の貢献はここの部

分がとにかく絶対的にあると思います。その他、 

データで見るとアグリカルチャーとかバイオロジー

といったところも出てきていて、いわゆる元々工学

系の共用で始まったものが、学際的に広がってきて

いるという印象です。あと、この分析は、いわゆる

大学の中の共用文化の定着具合まで如実に見えちゃ

うのだなというのが印象的で、宮崎大学の例でいく

と、やはり医学部の論文がちょっと少ないなと。本

当は医学部の論文はあって、設備共用が使われてい

るはずですが、このデータで見えないのが今回の残

念なところです。ですので、最終的には設備マスタ

ープランの策定とか、そういう強みを分析するとこ

ろに持っていきたいのですが、先ほど言ったような

穴をどのように埋めていくかが課題ですね。そして 

、われわれのシステムは任意なので、ある程度は強

制をしていかないと、正しいデータは出てこないの

かなと思っています。ただ、強制というと言葉が悪

いですから、何かいい表現を探したいところです。 

青山：確かに本学でもデータを集めるのに何度も

メールでお願いしてというようなことがあります。

そこをいかに効率的、システマチックに集めて、設

備マスタープラン等々の策定・評価に反映させてい

くのかが大事だと思います。森本先生はいかがでし

ょうか。 

 

スライド 12 
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森本：このデータを出すのにもちょっとうちの大

学が一番遅れているところがあって、設備に紐付い

た論文の集計を取っていなかったということもあっ

て、このデータは設備利用責任者、つまり研究グル

ープの代表の先生のデータを使っています。また、

境先生も言われたように、そういうデータは口で言

うほど簡単に取れないということです。うちの大学

でもどうやって取ろうかというのはつい先日も事務

方とも話を始めているところですが、やはりこうい

うデータを取ることによってこんなことが分かるの

だと、だから取る意味があるのだと、そういうこと

が見えてくればみんな率先してデータを取ってくれ

て、きちんとしたデータになっていくのだろうなと

思います。ですから今回、これはあくまで手始めに

やったということですが、データとして設備共用と

の関係というのはこんな形で見えてくるのだ、とな

ってくればいいのかなと思います。できるだけ取り

やすいデータで、はっきりと現状が把握できるよう

な、そういう解析というのを全国の皆さんで考えて

いく必要があるのかなと感じています。 

青山：確かに、たくさんやればいいという訳では

ないので、そこは限られた労力の中でやるためにも

適正な指標というものを設定しておく必要があるか

と思います。林先生、いかがでしょうか。 

林：まず、こちらのデータが独り歩きしないよう

に気を付けていただきたいと思います。先ほどの講

演で地方創生という趣旨で話をしましょうというこ

とで、機器分析センターのお話を中心にさせていた

だきました。なので、ここのデータも機器分析セン

ターの装置を使った結果をお示ししました。なの

で、ここは医学系が少ないとか、医学部はやってい

ないのではないかとか、そういうふうには思わない

で下さい。あくまで機器分析センター関係とご理解

いただきたいと思います。そしてデータを取る、つ

まりいろんな成果と機器のリンクを見るというのは

大事だと思います。 

 

スライド 13 
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これはいろんな調査方法があると思うのですが、一

番大事にしなきゃいけないことは、教員の研究時間

を確保するということだと思います。データを取る

ことに必死になって、教員に負担をかけることは一

番やっちゃいけないことだなと思います。じゃあ、

どういう方法があるのだろうかというところは、先

ほど森本先生からもありましたけど、皆さんで考え

る必要があると思っています。本学では一つの方法

としては、Google フォームを使って、成果論文の

PDF を投げていただいています。その際、どの装

置を使ったかをチェックボックスにチェックしてい

ただいています。それを機器分析センターで、ばー

っとデータベース化しています。結局、誰かが負担

を負わなきゃいけないのですが、暫定的にそのよう

なことを進めています。非常に大事なことなので、

繰り返し言わせてください。データを取ることに必

死になって、そもそも研究時間を減らしてしまって

は本当に元も子もない、本末転倒というところで、

こういうデータを欲しい方も気を付けて考えていた

だきたいと思っています。 

青山：ありがとうございます。今ご指摘いただい

た点に関しては、今、本学は研究者が入力するデー

タベースの成果と利用した共用機器等を紐付けられ

るシステムの開発をしています。ですので、これを

使うと何度も入力するという手間は省けるというこ

とはあるかと思います。 

  

６．参加者からの質問 

青山：少し時間がありそうなので、質問を何個か

取り上げさせていただきたいと思います。 

 

質問：共用設備利用に紐付く論文数や収入に占め

る利用財源の解析などを、設備更新にどのように生

かしておられますか。 

 

青山：これは多分、今現在ということですよね。

皆さんの大学ではいかがでしょう。 

境：まさに、この設備マスタープランを作るため

のデータに有効活用したいなと思って、いろんな分

析を進めているところです。 

青山：これに関して言いますと、琉球大学では、

成果というか利用実績ですね、よく使われているも

の順に学内の予算配分の要求時に優先度を付けると

いうことは既にやってはいるところです。しかし、

全学的にそういったものを考えて作るというところ

はこれから検討というところです。森本先生、林先

生は、いかがでしょうか。 

森本：今現状では、完全に数値化して、足し算、

引き算で何点以上を取ったから更新という形にはや

っぱりならない。分野によって論文の出方も違いま

すし、評価の仕方も違ってくるということで、あく

まで参考という形です。しかし設備更新では、最終

的には定量的評価をやる状況になってきていると思

います。やはりどこまで定量化できるか、そこは今

後の検討次第かなという気はします。 

林：本学もまだ、こういう客観的データに基づい

てきっちりやるというところまでは行けてないで

す。まさに、これは今からやっていかなきゃいけな

いなというところで経営層にもご理解いただけてい

る、そういうようなところです。 

青山：ありがとうございます。それでは、2 つ目

の質問に移らせていただきます。 

 

質問：地域の教育支援についても活動実績があれ

ばご紹介ください。 

 

境：これはまさにいろいろ地域ネットワークをつ

くっている中で、大学の技術職員と、公設試にいる

技術員の方との交流といったことは年に数回ありま

す。森本先生のところはコロナで止まっているとい

うことですが、うちも止まっているのは止まってい

るのですが、こういったところは教育支援ですか

ね。やはり今はコロナがきついですよね。 
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青山：そうですね。コロナでリアルなことがなか

なかできないと、こういう支援が限られるところが

あります。ただ、この教育というのが何を指すのか

ちょっと分からないところもあって、もしかして小

学校、中学校とかの教育を指すのであれば、本学の

場合だと、例えば授業で使う液体窒素を供給してい

るということもあります。そういった点を含めてど

うですか。森本先生、林先生、何かございます。 

森本：先ほど紹介した地域の設備ネットワークを

通じてといわれると、教育というのを例えば小中高

とかそういう所とかに限ると、直接やってはいない

です。ただ、うちの技術部さんはもうかなり前から

地域の小中高の科学実験とか、そういうことを出前

でかなり長くやっています。そういう面では大学

が、そういう教育、地域の教育支援をしているとい

うところで活動しているということですかね。 

林：教育の定義というか、ちょっと分かんなかっ

たのですが、リカレント教育かなと思いました。な

ので、リカレント教育という立場でお話をさせてい

ただこうと思います。まず、先ほど紹介した群馬県

分析研究会でリカレント教育をしています。あと本

学では、機器分析センターでのリカレント教育とし

てセミナーがあります。セミナーというのは学内向

けのセミナー、機器分析セミナー等々を開くのです

が、そういうものを県内企業にも参加していただけ

るようにしています。あと、依頼分析を受ける時

に、先方様といろいろ打ち合わせをします。その時

に、こういうことだからこういう機器がいいよねと

か、これだとこれはできないですねという話をする

のですが、その時に、先方様も原理とか、なぜこれ

ができて、これはできないのか、じゃ何がいいのか

と、非常に興味深く聞いてくれます。なので、依頼

分析の相談に来てくれた企業に対して、その場でマ

シーンの原理やできること、できないこと、得意な

ことを説明することが教育になっていればいいなと

思っています。 

青山：ありがとうございます。では、3 つ目の質

問に行かせていただきます。 

 

質問：学生の関わりについて。学士論文での利用

や貢献度、また、学生ボランティアに分析協力な

ど、何かしら学生の関わりがあればご紹介いただけ

ないでしょうか。 

 

境：これは群馬大学ですか。 

森本：これは群馬大学です。 

林：ありがとうございます。当方ではマイスター

育成プログラムというのをやっています。2 年生の

時に募集をして、1 年かけて機器分析センターで授

業して、特定の機械の原理や操作とか、上っ面にな

らないようしっかりと教えます。大体年間 200 時間

ぐらいの教育時間を取っています。この指導をする

のは技術職員さんです。そして、1 年間トレーニン

グをし、3 年生になった時にマイスター認定試験と

いうのを受けます。ここでは知らない人に対してど

う説明できるかとか、どういう原理でできているの

かとか、大体 45 分ぐらいのプレゼンテーションと

質疑応答に 3 年生になったばかりの学生が答えると

いう形でやっています。それに合格をすると技術補

佐員としての立場も与えて、依頼分析の一部を技術

職員と一緒におこなうということもやっています。

審査も、学内の審査でなく、今ここにおられる境先

生あと、りょうもうアライアンスに関わる先生にも

参加いただいて、厳正に審査をしているという形で

す。ちょうど今年の 4 月に 4 期生がマイスター認定

試験を受けて、皆さん無事受かりました。今、1 期

生が M2、2 期生が M1、3 期生は 4 年生です。主に

4 年生になって研究室に入った 2 カ月後にアンケー

トを取っています。学生の指導教員にも取っていま

す。学生からは、習った装置でなくても原理を知ら

なきゃいけないというのが癖として身に付いたお陰

ですぐ対応できました、というようなコメントをも

らっています。また、指導教員からは、既に大学院
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生の扱いですとか、修士の学生に対しても使い方と

か分析方法、解析方法を指導していますとか、他の

4 年生も引っ張られて研究室全体の底上げになりま

したというような、非常にポジティブなご意見をい

ただいています。そういう意味で、非常に効果があ

る取り組みになっていると思っています。 

青山：素晴らしい取り組みで、まさに学生自体を

育てるという教育に、非常に共用機器や環境が役に

立っている良い事例と思います。 

林：もう 1 つ付け加えると、指導教員のストレス

がすごくなくなっている。それで先生が研究に専念

できるというのも聞いています。これは先生の研究

時間の確保につながっていると思います。 

青山：それは確かにいいことですね。それでは 4

つ目の質問です。 

 

質問：各大学は総合大学で、学部を超えた共用セ

ンターのような形で運営されていますが、お話を伺

っても、どうしても医学部との間に壁というか距離

というか、差のようなものを感じてしまいます。医

学部との連携、共用化におけるこのような差はどう

ですか。大きいですか。また、差があるとすればど

のように埋めていくのがよろしいでしょうか。 

 

青山：なかなか難しい質問が最後に来てしまって

申し訳ございませんが、何かコメント、ご意見いた

だければ。 

境：宮崎大学もまさにこれをやっているんですけ

れども、去年の 10 月に学長、経営陣が交代して、

研究・企画担当理事が医学部の方になりました。そ

うすると、その企画担当理事に必死に説明して重要

性を説くと、医学部のコアな先生にちょっと話を持

っていって、「やりなさい」とトップダウンで下ろ

してもらえます。そういう意味で、去年の 10 月か

ら医学部への浸透というのはちょっとずつ動き始め

たかなと思っています。ただ、壁は高いですね。本

当に高いです。「そんなのは聞いていない」とかと

がんがん言われて、「そんなのを取ってどうするん

だ」とかと言われて、どうでもいいって思っちゃい

たくなるのですが、でも、全学でやらないといけな

いので、丁寧に一つ一つ説明しているところです。 

青山：森本先生、いかがです。 

森本：私のところの大学はそういうことがなく

て、医学部とも普通に連携を取れています。いわゆ

る共用センターが医学部のあるキャンパスにもあっ

て、もう一方のキャンパスと 90 キロ離れています

が、だからこそ何か連携しないといけないという気

持ちが昔からありました。今では医学部の先生が普

通に測定に来られます。そこでは、歴代研究担当理

事がその辺は理解があった。医学部出身の研究担当

理事がおられましたが、その方が技術部の一元化を

一気にしてしまわれたので、そういう面ではやはり

トップダウンの威力というのはすごいなと思いま

す。そして、医学部の先生にとってもいろんな装置

を使えることは非常に意義があるということを、そ

の辺をうまく伝えていけば、埋まっていくのではな

いかなと思います。 

林：本学のほうも、医学部は医学部共同利用機器

部門というところが取りまとめてくれるのですが、

こちらの先生が非常に頑張ってくださって、かなり

医学部内での共用化というのは進んでいると思いま

す。その成果として論文化とかにつながっていると

認識しています。これが進んだ背景というのは、一

つは医学部長が非常にこちらの方向に対して理解が

あったことと、ちょうどその頃に、新共用に採択さ

れ共用化をどんどん進めていこうという認識がベー

スになってうまくいっていると思っています。つま

り、やはり学部長とかにご理解いただくというこ

と、あと国の支援、今回の場合は新共用でしたけれ

ども、こういうものによって進めなければいけない

というマインド、こういうものがやはり大事になっ

てくると思います。 
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青山：全国的な状況をちゃんと伝えて、説明し

て、その学部の方々に丁寧に、地道ではありますけ

れども理解、協力を得るように進めていくというこ

とがやっぱり大事ということですね。その上で、経

営層の、たとえば研究担当理事からの強い一押しが

あると壁を突破できるということかと思います。あ

りがとうございます。 

  

７．まとめ 

青山：最後に、簡単にまとめに移らせていただき

ます。 

地方大学において研究機器・設備を整備、運用

することは、地域と、課題や特色ある研究に貢献し

ているということが示せたかと思います。地域貢献

を可能とする研究力を維持、確保するためには、地

域のニーズにも適応した汎用的な共用機器・設備の

整備と、その運用を担う技術職員の確保、育成が必

要です。そして、地域ネットワークとの協力も、も

ちろん重要です。さらに、地方大学では共用機器の

更新のための財源確保が課題となっています。その

ためにも共用機器の運用体制やその貢献を客観的に

評価するための、エビデンスとなるデータの収集方

法やデータの比較を確立する必要があり、さらなる

議論、検討が必要であると思います。以上、簡単で

はありますがまとめとさせていただきます。 

今後、先生方が幹事をされている研究基盤協議

会においてもさらなる議論、検討が行われるかと存

じますが、その際に本シンポジウムにおける議論の

内容が何らかの参考になるのであれば幸いでござい

ます。 

最後に、ご登壇いただいた境先生、森本先生、

林先生、誠にありがとうございました。これにて総

合討論を終わりたいと思います。 
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閉会の挨拶 

 

国立大学法人琉球大学 理事・副学長（企画・研究担当） 

木暮 一啓 

 

まずは、コロナ禍にもかかわらず本学にお越しいただいた 3 名

の先生方に対し、厚く御礼申し上げます。色々な例をご紹介いただ

き、大変参考になりました。また総合討論での最後の質問では、企

画・研究担当理事への重い課題が突き付けられたと理解していま

す。 

簡単に感想を 3 点ほど述べます。１点目は研究力の維持・向上

についてです。今の国立大学は厳しい状況にあり、研究力の低下が

懸念されています。その要因として、教員の研究時間の確保が難しくなっていることが常々指摘されてきま

した。一方、本日のシンポジウムでは、共用機器あるいは技術職員と研究成果との間に有意な関係性のある

ことが新たに示されました。このことから、研究力の維持・向上には、大学の構成員の在り方や設備・機器

の在り方を含めた、より広い観点から考えるべきであるということが、強く印象に残りました。 

次に、2 点目として人材交流についてです。大学の事務系の職員や教員は、大学間で異動することが制

度的に可能です。一方、技術職員にはそれがなく、採用された大学に退職まで所属し続けていることが多い

と思います。しかし技術力を更に高めていくことを考えると、技術職員同士で全国的な人材交流をおこなう

必要があると思います。クロスアポイントメント制度を技術職員に適用するなど、何か新しい制度を考えて

はどうかと思います。例えば、講演内でご提案のあったような地域ネットワーク同士の新たな連携枠組み

（トライミーOK）等を使って、そのような人材交流が実現できるのではないかとの感想を持ちました。 

3 点目は、地方大学の意義についてです。総合討論の中で、地方大学の研究基盤運用では、地域にとっ

て汎用性のある設備・機器を、どのようにして整備・活用していくかが非常に大切であるとの指摘をいただ

きました。これは地域貢献型大学にとって重要な観点であると思います。さらに地域によっては、第 1 次産

業や観光業が主要な産業であるとのお話がありました。少し難しいかもしれませんが、例えばそこに技術職

員や共用設備・機器等のもつポテンシャルを積極的に生かすことが、新しい産業の創出につながるかもしれ

ないと、感じました。 

おわりに、ご講演いただいた先生方、並びにご参加いただいた多くの皆様にあらためて感謝を申し上

げ、閉会の挨拶といたします。大変有意義なシンポジウムでした。ありがとうございました。 
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Ⅰ. 研究基盤に関するアンケート結果 

 

【アンケート概要】 

対象    ：地域貢献型大学 55校 

回答率  ：50.9％（28校） 

実施期間：令和 4年 7月 8日～令和 4年 7月 20日 

 

Q1. 研究基盤(研究機器・設備)を運用する上で、全学的なマネジメント体制が構築されていますか。 

 
 

Q2. で『はい』と答えた方中心的役割を果たしている部署名を教えて下さい。 

 

 

Q3.下記の各項目に対する研究基盤(研究機器・設備)の貢献度を教えて下さい。(5点満点) 

 

 

 

 

 

20

8

はい

いいえ

11

1

3

2

3
センター

技術部

機構・本部

室・オフィス

事務部（部・課）
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Q4. 共用機器・設備を含む研究基盤を整備・運用する上での課題を挙げてください。 

 

 

Q5. 大学の研究機器・設備を整備する上での主要な財源を教えてください。 

 

 

Q6. 共用機器・設備を含む研究基盤は学外開放されているものはありますか(研究者個人の受託研究

の受け入れなどは除く)。 

 

 

 

2

3

7

11

19

23

その他

学内の意識・理解

整備計画の策定

組織体制の整備

人材の確保・育成

整備財源の確保

0 5 10 15 20 25

回答数

1

1

1

6

18

0 5 10 15 20

その他

機器・設備利用料

補正予算

間接経費

運営費交付金

回答数

24

4

はい

いいえ
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Q7. 学外開放されている場合、主な利用者を教えてください。 

 

 

Q8. 共用機器・設備を含む研究基盤の運用・整備に関して、地域(県内)の他機関(大学・公設試等)との

連携体制が構築されていますか。 

 

 

Q9. 『はい』と答えた方は、どのような連携体制か教えてください。 

⚫ 連携協定の締結。 

⚫ 秋田産学官ネットワーク。 

⚫ 機器の相互利用、教育、研修及び技術指導。 

⚫ 県内公共機関との連携（自機関で対応できない分析等でお互い融通）。 

⚫ 設備情報の集約，セミナーなど(新潟研究基盤 NW)。 

⚫ 情報共有、本学の事業の適用。 

⚫ 県の工業技術支援センターや私立大学とコンソーシアムを形成、機器情報の共有ユーザーの相互受け入れ、機

器関連セミナーの相互協賛。 

⚫ 県立大学との設備相互利用に関する協定。 

⚫ 大学連携研究設備ネットワークに参画。 

⚫ 設備整備の情報交換, 共同セミナー開催。 

15

12

22

6

11

3 10

機関別

県内大学

県外大学

県内企業

県外企業

県内の公共機関

県外の公共機関

その他

48
21

10

地域別

県内利用

県外利用

その他

17

11 はい

いいえ
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⚫ 機器の登録・共同利用（大学連携研究設備ネットワーク，コアファシリティ事業）。 

⚫ 「大学連携研究設備ネットワーク」への加入。 

⚫ 情報共有、共同でのセミナーや研修の企画。 

⚫ 大学間連携によるバイオ技術を用いた受託解析，大型機器の共同利用の推進等。 

⚫ 徳島地域協働技術センター，とくしま地域産学官共同研究拠点など。 

⚫ 機器設備の情報共有（ホームページ上でのリンク）、双方の窓口対応、セミナー，イベントの共催や共同出展。 

⚫ 県内大学・高専の担当部署にて集合し、情報共有、意見交換を行っている。（医工連携交流会、大学研究設

備共同利用促進 WG 等）。 

⚫ 西九州テクノコンソーシアム。 

⚫ 熊本県産業技術センター、大学コンソーシアム熊本（共用設備利用促進セミナーの企業や熊本県内大学への

紹介）。 

 

Q10. 全学的に共用が行われている機器・設備数を教えてください。 

平均値 中央値 最大値 最小値 

146.4 115 1366 0 

 

Q11. 技術職員（教室系※１）数を教えてください。（補佐員等を除いた人数）  

※1 教室系技術職員（研究基盤センターや学部、講座等の研究・教育に携わる技術職員） 

平均値 中央値 最大値 最小値 

42.5 39 106 0 

 

Q12. 技術職員（施設系※２）数を教えてください。（補佐員等を除いた人数） 

※2 施設系技術職員（施設運営部等で建築や水道設備、電気等に携わる技術職員） 

平均値 中央値 最大値 最小値 

15.4 14.5 29 4 

 

Q13. 事務職員数を教えてください。（補佐員等を除いた人数） 

平均値 中央値 最大値 最小値 

259.9 253.5 536 69 

 

Q14. 事務職員の内、研究推進に携わる職員数を教えてください。 

平均値 中央値 最大値 最小値 

14.5 12.5 45 3 

 

Q15.教員数を教えてください。 

平均値 中央値 最大値 最小値 

595.4 611.5 1439 91 
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Q16. 共用化ガイドラインは大学の研究基盤整備・運用の参考になりましたか。 

 

 

Q17. 共用化ガイドラインの内容に対し、対応等を検討していますか。(選択) 

 

 

Q18. Q17で『はい』と答えた方は、その内容を教えてください。 

 

 

 

 

27

1

はい

いいえ

23

5

はい

いいえ

1

1

1

1

1

2

2

2

4

12

0 2 4 6 8 10 12 14

一元的な研究支援体制の構築

研究設備・機器の状況把握・検討

戦略的設備整備・運用計画の策定

統一ルールの策定

要項、規則の見直し

チーム共用の推進

マスタープランの策定・充実

統括部局の整備

技術職員の組織化

共用方針の策定・公表

回答数
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Q19. Q17で『いいえ』と答えた方は、その理由を教えてください。 

⚫ 今後、他大学の動向を探りながら検討していく予定。 

⚫ このシンポジウムに関する通知で初めて知ったため、対応についてはこれから検討する。 

⚫ 既に共用化を行っている。 

 

Q20. 共用化の実現に向けた課題を教えてください。 

 

 

Q21. 他に何か研究基盤整備に関するコメントがあれば記載してください。 

 

⚫ 国からの安定的な予算措置。 

⚫ 共用の分化は成熟しつつあるので、設備を充実するための政策を期待したい。 

⚫ 設備・機器は、スペシャルな技術を有する職員がいてこそ、研究に威力を発揮する。したがって、設備・機器と人財

をセットで研究基盤と捉えることが重要と考える。設備・機器のメンテナスや更新のための財源確保、並びに人材育

成やモチベーション向上のためのキャリアパス構築をする必要がある。 

⚫ 各研究者、利用者（潜在的、将来的含む）への周知・理解、部局・研究室単位管理機器運用者への理解と

認識の共有化。 

⚫ 人材の育成が大事。技術や知識が継承されていない。 

 

  

4

13

14

19

20

その他

組織体制の整備

学内の意識・理解

人材の確保・育成

財源の確保

0 5 10 15 20 25

回答数
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Ⅱ. 研究基盤リソースの寄与度分析 

 

使用データ 

１．地方貢献型大学へのアンケート結果（説明変数用） 

55 校中 28 校から回答された「全学共用機器数」「技術職員数（教室系）」「技術職員数（施設系）」「研

究推進系事務職員数」「その他の事務職員数（事務職員数―研究推進系事務職員数）」のデータ。 

２．地方貢献型大学の各成果データ（目的変数用） 

アンケートに回答のあった 28 大学における H30～R2 年度（3 年間平均）の「論文数」「受託・共同研究受入

額」「科研費獲得件数」「科研費獲得金額」のデータ。 

 

方法 

説明変数となる各データは、教員当たりの数値に換算し、パラメーターごとに標準化した（平均０、分散 1）。 

一般化線形モデル（GLM）を構築し（分布：ガンマ、リンク関数：log）、AIC 最小モデルを探索した。その

際、AIC 最小モデルに含まれるファクターが研究成果等へ寄与していると考える（log(𝐸[𝑌𝑖]) = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1 +

𝛽2𝑋2 + 𝛽3𝑋3・・・： 目的変数（Y）、説明変数（X））。 

 

結果 

4 つの成果に対して、それぞれ有意な係数が推定された（表１）。 

論文数に対しては、共用機器数がプラスの影響を示した。 

受託・共同研究受入金額に対しては、共用機器数と技術職員数（教室系）がプラスの影響を示した。 

科研費獲得件数に対しては、技術職員数（教室系）と研究推進系事務職員数がプラスの影響を示した。 

科研費獲得金額に対しては、技術職員数（教室系）と研究推進系事務職員数がプラスの影響を示した。 

 

表 1. 各成果に対する係数の推定値 

 共用機器数 
技術職員数 
（教室系） 

技術職員数 
（施設系） 

研究推進系事務
職員 

その他の 
事務職員 

論文数 +0.25818**** n/a -0.13658** n/a n/a 

受託・共同研究 

受入金額 
+0.5465*** +0.6820**** -0.3988*** n/a n/a 

科研費獲得件数 n/a +0.10536** n/a +0.09341** -0.08003* 

科研費獲得金額 n/a +0.19728** -0.21527* +0.21045* n/a 
*: Pr<0.1, **:Pr<0.05, ***:Pr<0.01, ****:Pr<0.001 
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実施体制 

【企画】 

昆 健志 青山 洋昭 平良 渉 髙江洲 伊知子 

 

【会場運営】 

髙江洲 伊知子 

儀間 真一 

平良 渉 

泉水 仁 

尾﨑 百 

勢理客 勝則 

屋比久 祐盛 

大城 諒士 

名嘉 海人 

山下 大輔 

仲宗根 宏貴 

昆 健志 

 

【報告書作成】 

青山 洋昭 

昆 健志 

髙江洲 伊知子 

 

平良 渉 

 

尾﨑 百 

 

【事務】 

髙江洲 伊知子 尾﨑 百 崎山 忍  
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